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はじめに 

 

世界保健機関（WHO）では現在、a)国際保健規則（IHR 2005年版）の改正と、b)パ

ンデミック条約・協定（WHO CA＋）により、世界の公衆衛生への対応や考え方に

対して大幅にその統制権の拡大を目的とした交渉が行われています。この二つの制

度は、互いに補完的なものであると考えられます。提出された国際保健規則の改正

案が承認されれば、国家や非国家主体に対するWHOとその事務局長の権限が大幅に

強化される一方、パンデミック条約は、現在のバージョンでは、新たな莫大なコス

トを必要とする超国家的官僚制度を創設し、グローバルな公衆衛生に一定のイデオ

ロギー枠組みを押し付けることになります。 

 

WHO の世界保健総会 (WHA) は、IHR 改正案とパンデミック条約を投票にかける期

限を２０２４年 5月に設定しています。IHRの改正案は、世界保健総会における代議

員による単純多数決で採択され、それ以降の各国の批准手続きはありません。各国

は、指定された期間（１０ヶ月）内に個別にオプトアウト（脱退）する権利を保持

します。そうしない場合は、自動的に改訂版が適用されます。一方、パンデミック

条約の方は、３分の２以上の賛成とその後の国内批准が必要です。しかし、条約の

ゼロ草案の第３５条では、各国の批准手続きの終了前に暫定的に協定を発効させる

ことができるとされています。WHOパンデミック条約は、WHO憲法第 19条（条約

や協定の採択に関するもの）に基づき採択が検討されており、さらに第 21 条（規則

の採択に関するもの）の適否が検討されています。 

 

 
  

 

 

政治学と法学の専門家グループが、国際保健規則（2005年）の改正案とWHOパンデミック

条約・協定（WHO CA+）について、45ページに及ぶ詳細な政策概要報告（ポリシーブリー

フ）を作成しました。この政策概要報告は、提案された法的手段に対する専門的な洞察を提

供するものです。また、COVIDパンデミックの際に何が間違っていたのか、その歴史的背景

を説明し、これらの間違いを一般的に公認された基準として確立しようとする試みについて

述べ、手遅れになる前に軌道修正する方法について貴重な洞察を提供しています。この政策

概要報告の主要な点は以下の通りです。 
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公式には、IHR 改正案とパンデミック条約は、グローバルな健康危機が再発生した

場合、国際的な協力、効率的な情報共有と公平さを高めるための手段として提示さ

れています。しかし、実際には、国際的な協力関係を中央集権的な独裁に置き換え

、反対意見を封じ込め、大きな利潤をもたらさないが実際に効果がある製品よりも

、利潤先導型の医薬品を人々に押し付けるカルテルを正当化するための道具になり

かねません。 

 

特に、今回提出された IHR（2005 年版）改正案は、実際または潜在的な危機の際に

、WHO が世界の公衆衛生の各側面に対する独占的な権力を持つための法的枠組みを

提供するものであります。もしこの改正案が承認されれば、この権力は、WHO に対

して実質的な支配力を行使する、少数の強力な主要資金提供者によって行使される

ことになります。この文脈で注目すべきことは、WHO がその予算のうち完全に自由

に使えるのはおよそ４分の１しかないということです。残りの予算は、資金提供者

による特定の用途に向けられた寄付金で構成されています。もし IHR（2005）の修

正案が合意されれば、WHO を危うくした特別な利害関係者たち（Cohen & Carter 

2010、などを参照）が、国家および非国家団体に対して、公衆衛生緊急事態にどの

ように対応し、総じて世界規模で保健政策をいかに運営するかを標準化し、押し付

けることができるようになります。 

 

強制的措置と国家主権  
 

提案されている IHR（2005 年）の改正案の幾つかは、WHO とその事務局長が発す

ることができる第 15 条と第 16 条に記載された一時的勧告と常設勧告の性質を、拘

束力のない助言から締約国が実施義務のある強制的なものに変更します。  

国際保健規則（2005 年）第 15 条には、「国際的な公衆衛生上の緊急事態が発生し

ていると判断された場合、事務局長は一時的な勧告を行うものとする」とあります

。第 16 条は、「WHO は、日常的または定期的に適用される適切な保健措置の常設

勧告を行うこともできる」と付け加えています。IHR（2005 年版）では、事務局長

が発行する一時的勧告と常設勧告は、検討するための拘束力のない助言と定義され

ています。1  

 

今回新たに提案されたいくつもの改正案が採択されれば、発行される勧告の性質が

変わり、強制的で法的拘束力のある勧告となります。この改正案は、第 1 条の一時

的勧告と常設勧告という用語の定義のところから「拘束力を持たない」という記述

 
1 国際保健規則（2005 年版）は、締約国が同規約で定められた義務を果たすことに同意する法的拘束

力のある文書ではありますが、WHO やその事務局長に、新たな状況に対して自由に義務を課す権限

を与えるものではありません。そうではなく、WHO とその事務局長は、IHR（2005 年）により、拘束

力のない勧告を出すことだけができるようになっています。 
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を削除すると同時に、その後に続くさまざまな条項で、これらに従うことを義務付

けています。WHOの国際保健規則検討委員会（IHRRC）は、その報告書の中で、提

案された新第 13条 Aに関して、「この提案（...）により、第 15条と第 16条の下で

扱われる一時的勧告と常設勧告が義務付けられる」と述べています。(WHO 2023: 

55) 提出された条文の第 7項に関して、WHO委員会は、「これらの提案は、WHOに

国家を指導する権限を効果的に与える」(同上: 57)と続けています。第 42 条の改正

案に関しても、IHRRC は同様に次のように説明しています： 「一時的勧告と常設勧

告に関する改正案は、これらの勧告の適用を義務付けるものと思われる」。(同上: 

67) 

 

また、他の改正箇所によって、非民主的で不透明なプロセスで選ばれた事務局長の

権限が大幅に拡大されることになります。例えば、第 15 条の改正は、事務局長が宣

言したPHEICの間だけでなく、事務局長がPHEICになる可能性があると評価したす

べての状況で勧告を出すことを可能にします（WHO 2023a: 15）。一方、第 42条に

追加された箇所では、事務局長による勧告などのWHOの措置は「すべての締約国が

遅滞なく開始し完了する」だけでなく、「締約国は、その地域内で活動する非国家

主体がそれらの措置を遵守することを確実にするための方策もほどこす」（同上: 22）

と記載されています。 

 

IHR の第 18 条には、WHO が締約国に対し、勧告を通じて実施するよう指示できる

個人に関する措置の（限定されていない）リストが掲載されています。このリスト

には、健康診断を要求すること、健康診断及び実験室分析の証明を確認すること、

ワクチン接種又はその他の予防措置を要求すること、ワクチン接種又はその他の予

防措置の証明を確認すること、個人を公衆衛生監視下に置くこと、検疫又はその他

の衛生措置を実施すること、隔離又は治療を実施することなどが含まれています（

cf. WHO 2023a：17）。 

 

WHO またはその事務局長による勧告を義務化するこの改正案は、国家主権と民主的

統治政策に対する影響において重大な問題を提起し、早急に対処する必要がありま

す。その回答は、国によって異なるかもしれません。WHO には高所得国に対する効

果的な執行メカニズムがありませんが、IHR 改正案では、WHO の指令に同調する、

あるいは背後にいる強力な国家政府が、国際法上の法的拘束力を根拠に、一定の国

に対して指令に従うべき、および当該国内で執行すべき、と圧力をかけて来る可能

性があります。指令に賛同する強力な国家や民間の利害関係者、さらにはWHO自身

が、保健植民地主義を正当化し、改正 IHR を法的枠組みとして低所得国に財政的な

圧力をかけて遵守させる可能性があり、その過程で国家主権が著しく損なわれる可

能性があります。 
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世界中の反対意見を打ち消す  
 

導入された IHR（2005 年版）改正案とパンデミック条約・協定案の両方が、政府や

国連機関としてのWHOの立場への反対意見を打ち消すためのシステマティックなグ

ローバル連携を奨励しており、それによって情報統制のための権力集中を促進して

います。国連のメリッサ・フレミング副事務総長は、ダボスで開催された世界経済

フォーラム（2022 年：1）の会合で、次のような信念を述べています： 「我々は科

学を所有しており、世界はそれを知るべきだと考えている」。 

 

パンデミック条約・協定案は、すべての締約国（民主主義的、強権的、独裁主義的

政府を含む）に対し、WHO と締約国が誤報と認識した一定のプロファイル（訳注：

例えば遺伝子ワクチンに対する批判）を特定し、公式路線から逸脱した情報や意見

に取り組むよう促しています。WHOの IHRRCは、WHOが「締約国以外の情報源か

らの情報を検証する」義務を負う可能性さえ示唆しています（WHO 2023: 21）。さ

らに、言論の自由や報道の自由といった中核的な人権と、WHO や各国政府がその時

々に正確な情報であると宣言するものとの「バランスを取る必要がある」と述べて

います（参照：同書：21）。このような説明は危険であるばかりでなく反民主的で

あり、COVIDから学んだ教訓に基づく、あるべき姿とは正反対です。 

 

Khosla & McCoy (2022: 1–2) は、British Medical Journalでこう説明しています： 「

反対意見に対する寛容さは、政府（およびその他の強力な団体）に異議を唱え、責

任追求を要請する能力を示すばかりでなく、少数意見を尊重する意欲を示し、社会

の前向きな変化と発展を促すことで、社会における議論と熟慮を促すものです。反

対意見は、世論への情報提供、政策の変更、改革の加速、その他の人権の促進・保

護を可能にします。更に反対意見は、米国の公民権運動や南アフリカの反アパルト

ヘイト闘争に代表されるように、民族的・人種的抑圧の撤廃、ジェンダー平等や女

性の権利の向上に中心的な役割を果たしてきました。また、自然環境を破壊から守

ることを目的とした多くのキャンペーンを成功させる上で、重要な要素となってい

ます。そして、健康の分野では、HIVの流行に対する治療へのアクセスを進める上で

、反対意見が重要な役割を果たしました。[...]反対意見を述べる権利は、民主主義と

自由の健全な表現として尊重されなければならず、私たちは意識的にこの権利を継

続的に監視し保護するよう努めなければなりません。[...]重要なことは、パンデミッ

ク対策が、人権をさらに抑圧し、ジャーナリストや活動家を逮捕し、「フェイクニ

ュース」に対抗するための強硬な法律を導入する口実として悪用されないようにす

るためには、医療従事者の声が[...]極めて重要であるということです。[...]世界的な公

衆衛生の領域で働く人々は、批判的思想を保護、保存、発展させる上で重要な役割

を担っています。前例のない課題に直面している今、しっかりと立ち向かい、こう

した人権の基本原則を守ることがこれまで以上に重要です。」 
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サーベイランス（監視）：（デジタル）健康診断書とロケーター

フォーム 」 
 

IHR（2005 年版）の改正案では更に、（できればデジタル）健康診断書とロケータ

ーフォームを用いた監視システムの拡大が、中央統制による大量遵守を実現するた

めに予定されています。管理・監視のための（デジタル）健康診断書やロケーター

フォームの使用に関する改正は、国際保健緊急事態に関する条文だけでなく、到着

時および出発時の一般的な健康対策に関する条文 23 にも提案されています。WHO

の IHRRC によると、この条文は国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（

PHEICs）だけでなく、すべての状況に適用されるものです。 

 

例えば、提出された第 23 条の修正案では、「要求される可能性のある文書の一部と

して、ロケーターフォームに関しての具体的な指摘が導入されており、これらがデ

ジタル形式であることを優先する新しい提案第 6項（WHO 2023: 61）」があります

。別の箇所では、旅行者の健康証明書にラボ検査に関する情報を含めることが提案

されています。IHRRC は、「第 23 条が PHEIC だけでなく、すべての状況において

適用されることを前提とすると、委員会はこのような要件が旅行者に過度の負担を

かけ、倫理や差別関連の懸念を引き起こす可能性もあることを懸念する」と注記し

ています。(同上： 62) 一般的に、IHRRCは「個人データの適切な保護レベル」に関

する懸念も認めています（同上： 66）。 

 

2022 年 11 月にバリ島で開催された G20 サミットでインドネシアのサディキン保健

相が説明したように、グローバルなデジタルヘルス証明書の導入は、IHR（2005 年

版）の改訂における主目的を構成しています。インドネシアでは、Android や Apple

からダウンロードできるアプリを利用したデジタル健康診断の義務化がすでに始ま

っています。同国は、IHR 改正によってグローバルデジタル健康証明書が採用され

た場合、権力者によって、子供達も含めて人々に治療を受けるよう強制し、移動を

制限し、特定のデジタルアプリの個人使用を強制し、それによって個人（の健康）

情報のデータマイニングするために悪用する可能性の例を示しています。 

 

カルテル（不当な取引連合体）と規制 
 

IHR（2005 年版）の多くの改正が承認されれば、特定の状況下で保健製品の特定、

生産、割り当てに関する権限をWHOに与え（WHO 2023a: 13–14参照）、事実上カ

ルテルと化すことになります。改正 IHRの下では、例えば、WHOは締約国に対し、

ある医薬品の増産を指示し、製造業者や WHO と関係のある株主の利益を高め、

WHO が好きなように分配し、受給者に対する後援制度を構築することができます。

また、一つの改正案では、標準化された「品質の高い健康製品を迅速に承認するた
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めの規制ガイドライン」を作成することも WHO の役割としています（WHO 2023: 

14）。 

 

WHO の配分メカニズムに関連する改正を実施するために必要なインフラは、補完的

なパンデミック条約・協定を通じて確立されるであろうと想定されます。後者が採

択されれば、WHO グローバルサプライチェーン＆ロジスティクスネットワーク（通

称：The Network）が設立されることになります。 

 

機能獲得研究のサポート  
 

パンデミック条約・協定案は特に、バイオセーフティ上の並外れた危険性があるに

もかかわらず、機能獲得研究を支持しているため、グローバル（保健）安全保障に

とってさらに否定的な意味を持ちます（これらの危険性については、Kahn 2023 な

どを参照）。条約案は、「病原性や伝達性を高めるために生物を遺伝的に改変する

作業を行う研究所や研究施設」に関しては、「これらの病原体の偶発的な放出を防

ぐ」ために基準を遵守する必要があるが、「これらの措置が研究に対して不必要な

管理上のハードルを作らない」ことを保証する必要があると宣言しています（WHO 

2023b: 16）。約 680 万人の死者を出した COVID パンデミックの原因が、人為的な

ウイルスの実験室での漏洩である可能性が高いことを考えると、パンデミック条約

案は、パンデミックを引き起こす可能性のある病原体の機能獲得研究に伴うバイオ

セーフティー上の壊滅的な危険性の懸念に対して、不安にさせる軽視および無視を

露呈しています。世界は、SARS-CoV-2 よりもはるかに研究の進んだ、致命的な人

工ウイルスの脱出や放出を目撃することになるかもしれないのです。 

 

結論 

 

提案されている多くの IHR改正案とパンデミック条約（WHO CA+）は、もし合意さ

れれば、他者を犠牲にして少数の有力者の利益を増進するために利用されることは

必至であります。これらは、偽りの口実で非民主的な権力の集中を合法化しようと

する前例のない試みであり、迅速かつ効果的で強固な対応が必要です。特に IHR（

2005 年版）改正案のいくつかは、人民の合意、憲法上の管理メカニズム、責任所在

なしに、グローバルな統治権力の違法な行使のための枠組みを提示しています。そ

のため、可決されれば危険な先例となります。 

 

世界的な公衆衛生の側面を独占するための予定されている法的枠組みは、パンデミ

ックへの備えを向上させるものではなく、将来の緊急事態の際に、COVID パンデミ

ックの際にとられた最悪の決定のいくつかを繰り返すことになります。世界的な公

衆衛生の各側面を独占するための法的枠組みの構想は、進歩の兆しではなく、中央
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集権的な帝国主義、封建制度、植民地主義の時代へと人類の発展が後退することを

意味します。 

 

独占的な権力は、自由な選択と競争を排除し、個人の権利を侵害すると同時に、解

決策と革新の質を劇的に低下させることはよく知られています。このことが、人間

の健康の分野ほど悲惨な結果をもたらす分野はないでしょう。また、権力の不当な

集中は、民主主義制度や人々の自治の権利に対する脅威となります。民主主義国家

は、権力の集中を防ぎ、独占体制を打破すると同時に、民主主義の基本的価値を守

ることによって維持されるのです。 
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